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Ａ共済事由
受取金額は、掛金を概ね１.５％で複利
計算した元利合計額に相当。

Ｂ共済事由
受取金額は、掛金を概ね１.０％で複利
計算した元利合計額に相当。

準共済事由
受取金額は、掛金納付年数が18.5年
までは掛金合計額、それ以降は共済金
Ｂの91%相当額。

解約事由
受取金額は、掛金総額の80％～120％
で、２０年未満の解約の場合、掛金総額
を下回る。

個人事業者
（共同経営者を含む）

●個人事業の廃止
（注）複数の事業を営んでいる場合は、

すべての事業を廃止したことが条件
となる。

●死亡

●老齢給付
（65歳以上で180か月以上の掛金を納
付）

●法人成りし、その会社の役員に就任
しない場合
●法人成りし、その会社の役員に就任
した場合（役員たる小規模企業者
となったときを除く）

●12月以上の掛金の滞納、共済金等の
不正受給
●任意解約
●法人成りし、その会社の役員たる小規
模企業者となった場合

会社等役員

●会社等の解散 ●老齢給付
（65歳以上で180か月以上の掛金を納
付）
●会社等役員の65歳以上による退任
●会社等役員の死亡、疾病、負傷によ
る退任

●会社等役員の退任
（死亡、疾病、65歳以上、負傷、解
散を除く。）

●12月以上の掛金の滞納、共済金等の
不正受給
●任意解約

支給金額 低高

●加入資格： 小規模企業の個人事業者、会社役員

●制度開始： 昭和４０年１２月

●在籍者数： １５８．８万人（令和３年度末）

●資産総額： １０兆８，８４７億円（令和３年度末）

●月額掛金：１千円～７万円（在籍者平均：４．３万円）

●共済金等総支給額： ５，３０９億円（令和３年度）

（共済金平均支給額：１，１６９万円）

● 小規模企業の個人事業主や会社の役員が、廃業・退職後の生活の安定等を図るための資金として積み立てを行う共済制度。運

営主体は、（独）中小企業基盤整備機構。

● 現行制度では、個人事業の廃止、会社等解散など廃業に至る場合について、A共済事由として最も手厚い共済金を支給。また、B

共済事由として老齢給付の仕組みを設けている。

１ 小規模企業共済制度の概要























○小規模企業共済勘定 （経理別）貸借対照表（令和４年３月３１日現在）

12出典：独立行政法人中小企業基盤整備機構

【参考資料】令和３年度決算

≪合計≫ （単位：百万円） ≪給付経理≫ （単位：百万円）

金額 金額 金額 金額

流動資産 6,215,468 流動負債 3,297,996 流動資産 5,889,773 流動負債 2,985,525

現金及び預金 205,311 他勘定借入金 312,866 現金及び預金 201,157 前受金 126,929

有価証券 682,312 前受金 126,929 有価証券 679,922 貸付有価証券担保預り金 2,825,428

事業貸付金 321,937 貸付有価証券担保預り金 2,825,428 事業貸付金 3,325 その他 33,167

信託資産 2,112,154 その他 32,771 信託資産 2,112,154

貸付有価証券担保預り運

用資産
2,825,428 固定負債 10,216,091

貸付有価証券担保預り運

用資産
2,825,428 固定負債 10,215,398

その他 68,323 責任準備金 10,215,398 その他 67,784 責任準備金 10,215,398

その他 693 13,200,924

13,514,088 固定資産 7,888,115

固定資産 7,893,743 投資その他の資産 7,888,115 利益剰余金 576,964

有形固定資産 53 資本金 15,518 投資有価証券 7,519,491 576,964

無形固定資産 803 資本剰余金 △ 290 生命保険資産 368,624

投資その他の資産 7,892,886 利益剰余金 579,895

投資有価証券 7,523,491 595,122

生命保険資産 368,624

その他 770

14,109,211 14,109,211 13,777,888 13,777,888

（注１）小規模企業共済勘定における各経理間の内部取引については、相殺消去しております。

（注２）単位未満を切捨てておりますので、計欄において一致しないところがあります。

≪融資経理≫ （単位：百万円） ≪業務等経理≫ （単位：百万円）

金額 金額 金額 金額

流動資産 322,335 流動負債 320,035 流動資産 12,535 流動負債 1,611

現金及び預金 151 短期借入金 3,325 現金及び預金 4,002 その他 1,611

事業貸付金 321,937 他勘定借入金 312,866 有価証券 2,390 固定負債 584

その他 246 その他 3,843 その他 6,143 その他 584

2,195

固定資産 452 固定負債 108 固定資産 5,175

有形固定資産 5 その他 108 有形固定資産 47 資本金 15,518

無形固定資産 428 320,144 無形固定資産 375 資本剰余金 △ 275

投資その他の資産 18 投資その他の資産 4,752 利益剰余金 272

その他 18 資本剰余金 △ 14 投資有価証券 4,000 15,514

利益剰余金 2,658 その他 752

2,643

322,788 322,788 17,710 17,710

資産の部 負債及び純資産の部 資産の部 負債及び純資産の部

科目 科目 科目 科目

（負債合計）

（負債合計）

（純資産合計）

（純資産合計）

資産合計 負債及び純資産合計 資産合計 負債及び純資産合計

資産の部 負債及び純資産の部 資産の部 負債及び純資産の部

科目 科目 科目 科目

（負債合計）

（負債合計）

（純資産合計）

（純資産合計）

資産合計 負債及び純資産合計 資産合計 負債及び純資産合計



○小規模企業共済勘定 （経理別）損益計算書（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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出典：独立行政法人中小企業基盤整備機構

【参考資料】令和３年度決算

≪合計≫ （単位：百万円） ≪給付経理≫ （単位：百万円）

金額 金額 金額 金額

経常費用 902,529 経常収益 914,781 経常費用 897,978 経常収益 909,247

経営環境変化対応業務費 902,087 運営費交付金収益 1,518 経営環境変化対応業務費 897,978 貸付金利息収入 67

共済金 507,651 貸付金利息収入 3,783 共済金 507,651 共済事業掛金等収入 757,611

解約手当金 23,249 共済事業掛金等収入 757,611 解約手当金 23,249 資産運用収入 149,814

前納減額金 1,006 資産運用収入 149,814 前納減額金 1,006 その他 1,752

責任準備金繰入 349,873 その他 2,053 責任準備金繰入 349,873

借入金利息 1,065 業務等経理へ繰入 5,479

その他 19,240 その他 10,717

一般管理費 441

財務費用 0

臨時損失 0

法人税、住民税及び事業税 1

前中期目標期間繰越積立金取崩額 16

当期総利益 12,267 当期総利益 11,268

914,798 914,798 909,247 909,247

（注１）小規模企業共済勘定における各経理間の内部取引については、相殺消去しております。

（注２）単位未満を切捨てておりますので、計欄において一致しないところがあります。

≪融資経理≫ （単位：百万円） ≪業務等経理≫ （単位：百万円）

金額 金額 金額 金額

経常費用 3,001 経常収益 3,784 経常費用 7,097 経常収益 7,297

経営環境変化対応業務費 2,926 貸付金利息収入 3,783 経営環境変化対応業務費 6,729 運営費交付金収益 1,518

借入金利息 1,133 その他 1 その他 6,729 給付経理より受入 5,479

その他 1,793 一般管理費 367 その他 299

一般管理費 74 財務費用 0

臨時損失 0

法人税、住民税及び事業税 0 法人税、住民税及び事業税 1

前中期目標期間繰越積立金取崩額 16

当期総利益 800 当期総利益 198

3,801 3,801 7,297 7,297

合計 合計 合計 合計

費用の部 収益の部 費用の部 収益の部

科目 科目 科目 科目

科目 科目 科目 科目

合計 合計 合計

費用の部 収益の部 費用の部 収益の部

合計



○令和３年度決算 貸借対照表・損益計算書における主なポイント
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出典：独立行政法人中小企業基盤整備機構

【参考資料】令和３年度決算

【貸借対照表】

○近年の加入者増加及びそれに伴う在籍者の増加
により、給付経理の運用可能資産額が増加。
（運用可能資産額（※）１０兆８，８４７億
円、昨年度１０兆５，０１８億円）

○責任準備金は、在籍者の増加により、１０兆２，
１５４億円（昨年度９兆８，６５５億円）と
増加。

○利益剰余金は、５，７９９億円（昨年度５，
６７６億円）と増加。

※ 運用可能資産額：貸借対照表（給付経理）
上の、現金及び預金、有価証券、事業貸付金、信
託資産、投資有価証券、生命保険資産の合計額。

【損益計算書】

○近年の加入者増加やそれに伴う在籍者の増加によ
り、共済事業掛金等収入は、７，５７６億円（昨
年度７，１６１億円）と増加。

○資産運用収入は、昨年度の内外株高の反動により
１，４９８億円（昨年度５，２３１億円）と減
少。

○在籍者の増加により、責任準備金繰入は、３，４
９９億円（昨年度２，７８６億円）と増加。


